令和３年度～令和５年度競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届について

　競争入札参加資格の申請内容に変更があったときは、別紙の「変更届に必要な添付書類等一覧表」を参考のうえ、変更届を提出してください。

　提出される前に特に留意していただきたい事項は次のとおりです。

1. 変更届は高知県指定の第10号様式、その他指定の様式を必ず使用してください。特に委任状（第３号様式）は委任事項が確定していますので、注意してください。

2. 暴力団排除に関する誓約書（第７号様式）は代表者が変更になる場合に、必ず提出してください。

3. 役員等名簿（第７号様式の２）は代表者及び受任者が変更になる場合に、提出してください（その他の役員の変更の場合は記載及び提出不要です。）。
4. 「登録事項証明書又は登記簿謄本（両面印刷可）」、「納税証明書」（都道府県税、消費税及び地方消費税とも）等の添付書類は、全て申請日の前３月以内に交付されたもの（写し可）を添付してください。

5. 登録事業所を他の都道府県から高知県に移すときは、必ず高知県県税事務所発行の「高知県税全てに係る納税証明書」を添付してください。

6. 変更年月日は、必ず記入してください。
7. 提出方法

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、可能な限り郵送又は電子申請としてください。やむを得ず、持参による申請をされる方はマスクの着用等の対策をお願いします。
※持参による場合、対面での書類審査は行いません。不備等あった場合は、後日電話にてご連絡します。

（１）郵送

　　　　下記８の提出先に送付してください。

（２）電子申請

　　　　高知県電子申請サービス（https://s-kantan.jp/pref-kochi-u/）から申請してください。

8. 申請書の提出及び問い合わせ先
高知県会計管理局総務事務センター　会計・物品担当

　　　〒780－8570　高知市丸ノ内一丁目２番20号

　　　　　　　　　　電話　088-823-9788（直通）　ＦＡＸ　088-823-9266

　　　　　　　　　　メールアドレス180301@ken.pref.kochi.lg.jp
9. 変更届等の記載上の注意事項

　 変更届等の記載にあたっては、誤りや記載漏れがないように正確に記入してください（郵便番号、日付け及びフリガナも必ず記入してください）。

書類の訂正は二重線を引き、実印で訂正のうえ、その上段に記載してください。

修正液、修正テープは使用しないでください。

提出した変更届等の控えを必ずとるようにしてください。
　　　
　
[image: image1.emf]法人 個人

商　　号

・登記事項証明書

　（申請日から３か月以内のもの（写

　し可））

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　  　　　（第７号様式）

（・委任状（第３号様式））

・受任者がある場合は、委任状の提出が必要です。

①代表者

・登記事項証明書

　（申請日から３か月以内のもの（写

　し可））

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　（第７号様式）

・役員等名簿（第７号様式の２）

（・委任状（第３号様式））

・個人の場合、あくまでその個人としての資格登録となるため、通常、

変更はありえません。ただし、個人事業主が死亡した場合におけるそ

の相続人や、個人から個人へ営業譲渡する場合で譲受人が前事業主

の親族である場合は、資格を継承し、変更届により資格の変更ができ

ます。

　この場合の添付書類は、１１から１３をご覧ください。

・役員名簿への記載は、変更者のみ記載してください。

・受任者がある場合は、委任状の提出が必要です。

②代表者（職名のみ）

・「代表取締役」から「取締役社長」への変更等、職名のみが変更に

なった場合は、添付書類は不要です。

本店住所、

ＴＥＬ、

ＦＡＸ

・登記事項証明書

　（申請日から３か月以内のもの（写

し可））　　

・電話、ＦＡＸ番号のみの変更のときは添付書類は不要です。

①登録事業所の名称 （・委任状（第３号様式）） ・受任者がある場合は、委任状の提出が必要です。

②

登録事業所の住所、

ＴＥＬ、

ＦＡＸ

③

登録事業所自体

　Ａ県外事業所

　　　→Ｂ県外事業所

（・委任状（第３号様式））

（・役員等名簿（第７号様式の２））

・受任者の変更もある場合は、（）の書類の提出が必要です。

　電話、ＦＡＸ番号の変更もあれば併せて届け出てください。

④

登録事業所自体

Ａ県外事業所

　→Ｃ高知県内事業所

（・委任状（第３号様式））　　

（・役員等名簿（第７号様式の２））　                 　　　　

・高知県県税事務所発行の納税

　証明書　　

・個人住民税特別徴収実施申告書

　　　　　　　　　　　　　（第６号様式）　　　　　　　　

・受任者の変更もある場合は、（）の書類の提出が必要です。

　電話、ＦＡＸ番号の変更もあれば併せて届け出てください。

・添付する証明書は、申請日から３か月以内のもの（写し可）でかまい

ません。

①受任者

・委任状（第３号様式）

・役員等名簿（第７号様式の２）

・役員名簿への記載は、変更者のみ記載してください。

②受任者（職名のみ） ・委任状（第３号様式）

営業種目の追加

又は削除

・追加する種目が多いときは、変更届に「別紙のとおり」と記入し、「営

業種目一覧表」を使用してもかまいません。

・ISO14001認証

・エコアクション21認証

の取得又は喪失

・認証を取得した場合は当該登録証の写しを添付してください。

・高知県ワークラフバランス

推進企業認証及び高知県

次世代育成支援企業認証

の取得又は喪失

・認証を取得した場合は当該登録証の写しを添付してください。

・こうちＳＤＧｓ推進企業登

録証の取得又は喪失

・登録した場合は当該登録証の写しを添付してください。

障害者雇用状況の変更

・障害者雇用については、申請要領第９号様式の脚注で確認してくださ

い。

・新たに該当することとなった場合で、国に報告しているときは、直近の

障害者雇用状況報告書の写しを添付してください。

登録の取消し（廃業）・変更届の様式によらず任意の様式でも可です。個人事業主（個人事業主が死亡した場合のその相続人が継承）・個人と相続人の関係が分かる書類　　　　　　　　　　　　　　（戸籍謄本等）・身分証明書(本籍地の市町村発行）・納税証明書※・個人住民税特別徴収実施申告書　　　　　　　　　　　　　（第６号様式）・暴力団排除に関する誓約書　　　　　　　　　　　　　（第７号様式）・役員名簿（第７号様式の２）・商号、住所、電話、ＦＡＸ番号等、変更がある事項について、漏れなく記入してください。・添付する証明書等は、全て、申請日から３か月以内のもの（写し可）でかまいません。

変更届(第10号様式)に必要な添付書類等一覧表

必要な添付書類

１

３

６

７

８

９

１０

１１１２

変更事項 備　　　　　考

２

４

５


[image: image2.emf]障害者雇用状況の変更・障害者雇用については、申請要領第９号様式の脚注で確認してください。・新たに該当することとなった場合で、国に報告しているときは、直近の障害者雇用状況報告書の写しを添付してください。

登録の取消し（廃業） ・変更届の様式によらず任意の様式でも可です。

個人事業主

（個人事業主が死亡した

場合のその相続人が継

承）

・個人と相続人の関係が分かる書類

　　　　　　　　　　　　　　（戸籍謄本等）

・身分証明書(本籍地の市町村発行）

・納税証明書※

・個人住民税特別徴収実施申告書

　　　　　　　　　　　　　（第６号様式）

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　　（第７号様式）

・役員名簿（第７号様式の２）

・商号、住所、電話、ＦＡＸ番号等、変更がある事項について、漏れなく

記入してください。

・添付する証明書等は、全て、申請日から３か月以内のもの（写

し可）でかまいません。

個人事業主

（親族への営業譲渡）

・個人と相続人の関係が分かる書類

　　　　　　　　　　　　　　（戸籍謄本等）

・身分証明書(本籍地の市町村発行）

・納税証明書※

・個人住民税特別徴収実施申告書

　　　　　　　　　　　　　（第６号様式）

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　　（第７号様式）

・役員名簿（第７号様式の２）

・商号、住所、電話、ＦＡＸ番号等、変更がある事項について、漏れなく

記入してください。

・添付する証明書等は、全て、申請日から３か月以内のもの（写

し可）でかまいません。

個人事業主が死亡した

場合で、相続人が法人

の代表者として設立した

場合におけるその法人

・個人と相続人の関係が分かる書類

　　　　　　　　　　　　　（戸籍謄本等）

・登記事項証明書

・納税証明書

・個人住民税特別徴収実施申告書

　　　　　　　　　　　　　（第６号様式）

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　　（第７号様式）

・役員名簿（第７号様式の２）

・商号、住所、電話、ＦＡＸ番号等、変更がある事項について、漏れなく

記入してください。

・添付する証明書等は、全て、申請日から３か月以内のもの（写

し可）でかまいません。

個人事業主→法人化

・登記事項証明書

・納税証明書

・個人住民税特別徴収実施申告書

　　　　　　　　　　　　　（第６号様式）

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　　（第７号様式）

・役員名簿（第７号様式の２）

・商号、住所、電話、ＦＡＸ番号等、変更がある事項について、漏れなく

記入してください。

・添付する証明書等は、全て、申請日から３か月以内のもの（写

し可）でかまいません。

法人→個人事業主

・身分証明書(本籍地の市町村発行）

・納税証明書※

・個人住民税特別徴収実施申告書

　　　　　　　　　　　　　（第６号様式）

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　　（第７号様式）

・商号、住所、電話、ＦＡＸ番号等、変更がある事項について、漏れなく

記入してください。

・添付する証明書等は、全て、申請日から３か月以内のもの（写

し可）でかまいません。

法人が合併した場合の、

有資格者が吸収した場合

の法人

・登記事項証明書

・暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　　（第７号様式）

・役員名簿（第７号様式の２）

・添付する証明書等は、全て、申請日から３か月以内のもの（写

し可）でかまいません。

・吸収された法人は廃止届（様式自由）を提出してください。

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

※納税証明書とは、

　　①個人事業税（都道府県発行）

　　②個人県民（住民）税（市町村発行）

　　③消費税及び地方消費税（「その３の２」、「その３の３」のいずれか１つ）（税務署発行）

　の納税証明書(申請日から３か月以内のもの（写し可)）ですが、詳しくは総務事務センター会計・物品担当（ＴＥＬ088-823-9788）までお問い合わせ下さい。


	登　録　番　号

	－


第10号様式

競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　高知県知事　濵田　省司　　様

　　　　　　　　　（申請者）　郵便番号
　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
　　　　　　　　　　　　　　　電　　　　話　(　　　　　　)　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　記入責任者　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　(　　　　　　)　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※申請書の記載事項に関する問い合わせに答えられる方を記載してください。
　令和３年度から令和５年度までにおける競争入札参加資格審査申請書（物品購入等関係）の記載事項について、下記のとおり変更しましたので届けます。

なお、この届出の全ての記載事項及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

記

	変更事項
	変　更　前
	変　更　後
	変更年月日

	
	
	
	


※添付書類（例示）

・申請者の商号、代表者、住所の変更の場合･････

登記事項証明書又は登記簿謄本（申請日の前３月以内に交付されたもの（写し（両面印刷）可））等

・委任している場合で商号、代表者又は受任者の変更の場合･･委任状等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※委任状にある委任期間の始期は上記変更年月日を記入すること

・登録事業所の住所が他の都道府県に移った場合･･････

　　　　　　他都道府県から高知県に移った場合のみ高知県税事務所発行の納税証明書（申請日の前３月以内に交付されたもの（写し可））
	申請内容に変更があった場合は、変更内容をこの様式により直ちに届け出てください。


第３号様式

委　　任　　状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　高知県知事　濵田　省司　　様

　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　（委任者）　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
	
	
	職
	
	氏名
	


代理人と定め、令和　年　月　日から令和６年３月31日までの間、下記の権限を委任します。

記

　　　　　　　　１　見積並びに入札に関する件

　　　　　　　　２　契約の締結に関する件

　　　　　　　　３　物品の納入に関する件

　　　　　　　　４　代金の請求並びに受領に関する件

　　　　　　　　５　復代理人の選任に関する件

　　　　　　　　６　前各項のほか物品売買等に関する一切の件

注　1 委任者は、第１号様式の申請者です。

　　　 2「代金の請求並びに受領に関する件」のうち、「受領」に関しては委任しないことも可能ですので、その場合は、二重線を引き、実印を押して抹消してください。

	この様式は、申請者が高知県との契約等を、第１号様式の登録事業所に記載した代表者に委任する場合のみ、提出が必要です。


	登録番号(記入しないでください)

	－


第６号様式

個人住民税特別徴収実施申告(誓約)書

※ 該当する□欄に、✓印を入れてください。

	□
	１　個人住民税の特別徴収を実施している場合 → 下欄に市町村名と従業員等数を必ず記入してください。
　高知県内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等（給与所得を得る役員等も含みます。第６号様式備考を参照してください。）がいる場合

現在、次の市町村において、個人住民税の特別徴収を実施しています。

高知県内に住所を有する上記の従業員等が、直前の１月１日現在において、最も多く居住する市町村名（同数の場合は、いずれか１市町村）及びその市町村に居住する従業員等数

市町村名

従業員等数

　　　　　　　　　　人

２　新規事業者であるなどの理由で、個人住民税の特別徴収を実施していない場合

高知県内の市町村から、今年度の特別徴収義務者として指定通知を受けていませんが、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合には、遅滞なく特別徴収を実施することを誓約します。

	□
	

	□
	３－１　県内事業者で、高知県内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員がいない場合

もし、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合は、遅滞なく特別徴収を実施することを誓約します。



	□
	３－２　県外事業者で、高知県内の市町村に住所を有する従業員がいない場合

もし、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合は、遅滞なく特別徴収を実施することを誓約します。




上記の（✓印を入れた）とおり、相違ありません。

　また、この書類が、高知県税務課を経由して、高知県内の市町村へ提供されることに同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　高知県知事　濵田　省司　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　（申請者）　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),商号又は名称)
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　（　　　　）　　　　－


第６号様式備考

１　従業員等の個人住民税の特別徴収とは

　給与支払者（雇い主）が、給与所得者（従業員等）に給与を支払う場合には、所得税法の規定により、その給与から所得税を源泉徴収（天引き）して、国に納めなければなりません。

　個人住民税の特別徴収とは、雇い主が、従業員等に代わって、その従業員等が納めるべき個人住民税（市町村民税と県民税）を、所得税と同じように、給与から天引きして、市町村に納める制度です。（この場合の雇い主を個人住民税の「特別徴収義務者」といいます。）

　所得税法第183条の規定によって、所得税を源泉徴収する義務がある雇い主（源泉徴収義務者）は、地方税法第321条の４及び従業員の住所地の市町村の条例の規定により、原則として、個人住民税の特別徴収義務者となります。

　ここで、「従業員等」とは、一般の従業員だけでなく、事業所から所得税法上「給与所得」とみなされる役員報酬を得る役員や、青色事業専従者も含まれます。

　ただし、申請者（雇い主）において特別徴収義務のあるのは、昨年中(１月１日～12月31日)に給与所得のあった従業員等であって、かつ、今年４月１日現在、申請者から給与の支払を受ける者に限られます。

　申請者（雇い主）が、特別徴収義務者に該当するかどうか、また、その手続などについて不明な場合は、従業員等の住所地（今年１月１日現在）の市町村役場住民税担当課へお問い合わせください。

２　個人住民税特別徴収の実施方法

　所得税の源泉徴収義務者から、１月31日までに市町村に提出された前年分の給与支払報告書に基づいて、従業員等ごとの特別徴収すべき住民税の税額を市町村が計算し、原則として５月31日までに、特別徴収義務者に通知します。（地方税法第321条の４）

　特別徴収義務者は、その通知に基づいて、各従業員等の毎月（６月～翌年５月）の給料から、特別徴収税額を天引きして、翌月10日までに市町村へ納めていただくことになります。(地方税法第321条の５)

３　第６号様式の作成等について

　(１)　第６号様式は、申請者が、高知県内の市町村における上記の特別徴収義務を実施しているかどうかを確認させていただくためのものです。

　　　　１による申告又は２、３－１、３－２のいずれかによる誓約を行わない場合は、資格審査の申請は出来ません。
　(２)　この書類は、審査基準日（申請月の前月の初日）現在で作成し、該当の項目の□欄に、✓印を入れてください。

　(３)　新規事業者である等の理由により、審査基準日現在、高知県内の市町村から、地方税法第321条の４の規定による特別徴収義務者の指定通知を受けていない場合は、２により誓約してください。

　(４)　県内事業者で、高知市内の市町村において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等が全くいない場合は、３－１により誓約してください。

　(５)　県外事業者で、高知市内の市町村に住所を有する従業員等が全くいない場合は、３－２により誓約してください。
　(６)  第６号様式は、２部（１部は写し）提出してください。１部は、高知県税務課を経由して高知県内の市町村へ提供されることがあります。

第７号様式

暴力団排除に関する誓約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　    　　  令和　　年　　月　　日
　高知県知事　濵田　省司　様
　　　　　　　　　　　　　　（申請者）住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　下記事項について、誓約いたします。
　これらが、事実と相違することが判明した場合は、契約の解除等の高知県が行う一切の措置及び当方が不利益を被ることとなっても、異議の申立てを行いません。　
記

	次のいずれかに該当するものではありません。また、将来においても該当することはありません。

（１）暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号。以下「暴排条例」という。）第２条第
１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき。
（２）暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実がある。

（３）役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかな

る名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事

その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下同じ。）が暴力団員等である。

（４）暴力団員等がその事業活動を支配している。　

（５）暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用している。

（６）暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与している。

（７）いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利

益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与した。

（８）業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者であること

を知りながら、これを利用した。

（９）役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加える

ことを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用した。

（10）役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している。



	


第７号様式の２
　役　員　等　名　簿
令和　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　濵田　省司　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　（申請者）　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリガナ),商号又は名称)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　又は氏名
※フリガナ、生年月日等、記載もれがないようにしてください。

※№１及び№２の役職名等欄は変更しないようにしてください。
	№
	役職名等
	フリガナ
	生年月日
	性別

	
	
	氏　　名
	
	

	1
	申請者代表者
	
	明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	2
	登録事業所代表者
	1と同じ場合、同上と記載してください。


	※同左

明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	3
	
	
	明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	4
	
	
	明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	5
	
	
	明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	6
	
	
	明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	7
	
	
	明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	

	8
	
	
	明・大

昭・平　　　・　　・
	男・女

	
	
	
	
	


※①　役員等とは、競争入札参加資格審査申請要領１の（９）のウに規定する者及び登録事業所代表者をいいます。

　なお、申請者と登録事業所代表者が異なる場合は、№２に登録事業所の代表者を記入してください。

　　②　この用紙に記載しきれない場合は、用紙を複写して記入してください。

なお、複写した用紙は、２枚目以降については、№１及び№２欄は記入しないでください。

また、この様式を複数枚提出する場合であっても、申請者欄への記名は全ての用紙について行ってください。

③　この名簿は、高知県暴力団排除条例及び令和３年度から令和５年度までの物品の購入又はサービスの契約に係る競争入札参加資格等（令和２年10月６日付け高知県告示第810号）に基づき暴力団を県の事務から排除するために必要な措置として入札参加資格審査申請要件を確認するために使用するものとし、それ以外の目的のために提供し、又は利用することはありません。
私は、





商


号





を





 必ず２部（１部はコピー）提出してください。





提出例








